






























































理由を整理・考察し、続く第 6 節で、本稿の結論と今後の課題について、取り纏める。 
 
2. 日本の近代経済成長と正貨危機、外資の導入 






                                                   













費約 20 億円のうち、約 8 億円を外資に頼った結果もあり、大正 2（1913）年には我が国の
外資導入額は約 20 億円までに至る（表 1 参照）。 
 






















                                                   
2 財源を外資に求めた地方債を地方外債と本稿において呼ぶ。 












明治29年 1896年 0.2 - - - - 0.2
30 1897年 0.0 43.0 0.0 0.0 不詳 43.0
32 1899年 97.6 43.0 0.0 0.0 不詳 140.6
34 1901年 97.6 43.0 0.2 0.0 不詳 140.8
36 1903年 97.6 93.0 4.2 0.0 不詳 194.8
37 1904年 313.4 105.0 4.2 0.0 不詳 422.6
38 1905年 1,142.2 253.0 4.1 9.7 5.0 1,414.0
39 1906年 1,146.1 141.0 21.8 15.6 12.6 1,337.1
40 1907年 1,165.7 150.2 21.8 44.9 17.9 1,400.5
41 1908年 1,165.7 148.2 21.8 103.4 19.2 1,458.3
42 1909年 1,165.6 182.2 85.0 103.7 24.3 1,560.8
43 1910年 1,447.2 108.3 84.7 108.7 28.1 1,777.0
44 1911年 1,437.4 68.5 84.6 147.7 28.1 1,766.3
大正1 1912年 1,427.6 76.4 177.2 147.5 29.5 1,858.2
2 1913年 1,524.6 74.5 177.1 166.8 26.4 1,969.4
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するまでに至ったのである（図 1 参照）。 
 

















ともなう我が国の経済拡大の規模をみると、大戦前の大正 2（1913）年に約 8 億円であった
輸出額は大正 7（1918）年には 30 億円と驚異的な増加を示し、他方、輸入も 1918 年には
20 億円を超えるが、大戦中の日本は異常な輸出超過を経験した。国際収支は当然、赤字か
ら黒字へと変化した。第一次大戦前には約 19 億円であった外債は、大戦後に約 16 億円に
減じ、一方、正貨保有高は約 3.4 億円から約 21.7 億円と大きく増加した。結局この大戦の 6





国は、世界でアメリカと日本の 2 ヵ国にすぎなかったとされる。 
  
出典：表 1 および杉山(2012)附表 2 をもとに作成 
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況であった。特にコレラは、明治維新以前にも、流行したことが 2 度（1822 年、1858 年）
あったが、明治時代に入ってからは、明治 10（1877）年 9 月長崎に来港した英国商船から
伝播したものが最初である。明治 10 年にはじまり、12 年、15 年、19 年とコレラの大流行
が全国規模で発生した（表 2）。 
 

























患者数 死亡数 患者数 死亡数 患者数 死亡数
明治10年 1877 13,710 7,967 コレラ大流行
11 1878 902 275 1,098 131 3,983 549
12 1879 162,637 105,786 8,119 1,477 10,052 3,530 コレラ大流行
13 1880 1,570 589 6,015 1,473 13,349 3,606
14 1881 9,328 6,197 7,001 1,837 24,033 5,866
15 1882 51,638 33,784 4,289 1,300 18,258 4,954 コレラ大流行
16 1883 969 434 21,172 5,066 18,769 5,043
17 1884 900 415 22,524 5,989 20,816 5,699
18 1885 13,772 9,310 47,183 10,627 27,934 6,483 コレラ大流行
19 1886 155,923 108,405 24,326 6,839 66,224 13,807 コレラ大流行




出典：日本水道史 総論編（1967）p.136 表 1.9 をもとに作成 
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各年の事業費を大正 3 年の物価基準によって換算した事業費も計上している。 
 本稿が対象とする近代水道整備事業について、その概要は以下のように整理できる。 












 治 44（1911）年と、長期にわたりその工事が実施された。明治 31（1898）年には工事の骨
格が完了したため、東京市の水道事業として給水を開始しており、創設事業としては明治
31 年、創設水道の完成としては明治 44 年と、本稿では整理している。東京市の創設水道で
の計画給水人口 2,000,000 人は、31 事業体の中でもっとも大きく、大正 3 年末においても、
計画給水人口でみればもっとも規模の大きい水道事業体となる。なお、東京市の次は大阪



























 本稿が対象とする時期における近代水道事業費は拡張も含めて、およそ 58 百万円であり、





増加 累計 増加 累計 (%) 増加 累計
20 1887 横浜市 1 1 70,000 70,000 0.18% 1,074,712 1,074,712 2,423,476
21 1888 1 70,000 0.18% 1,074,712 2,423,476
22 1889 函館市 1 2 60,000 130,000 0.33% 241,648 1,316,360 2,921,029
23 1890 秦野町 1 3 3,250 133,250 0.33% 11,365 1,327,725 2,943,384
24 1891 長崎市 1 4 60,000 193,250 0.48% 264,357 1,592,082 3,502,499
25 1892 4 193,250 0.48% 1,592,082 3,502,499
26 1893 4 193,250 0.47% 1,592,082 3,502,499
27 1894 4 193,250 0.47% 1,592,082 3,502,499
28 1895 大阪市 1 5 610,000 803,250 1.93% 2,398,945 3,991,027 7,607,094
29 1896 根室町 函館市第1回 1 6 94,100 897,350 2.14% 216,999 4,208,026 7,950,820
30 1897 6 897,350 2.12% 4,208,026 7,950,820
31 1898 広島市、東京市 2 8 2,120,000 3,017,350 7.04% 9,482,737 13,690,763 20,204,959
32 1899 8 3,017,350 6.95% 13,690,763 20,204,959
33 1900 神戸市 1 9 250,000 3,267,350 7.45% 3,405,867 17,096,630 24,489,539
34 1901 横浜市第1回 9 230,000 3,497,350 7.88% 1,828,177 18,924,807 26,765,620
35 1902 9 3,497,350 7.78% 18,924,807 26,765,620
36 1903 9 3,497,350 7.68% 18,924,807 26,765,620
37 1904 9 3,497,350 7.58% 18,924,807 26,765,620
38 1905 岡山市 1 10 80,000 3,577,350 7.67% 741,656 19,666,463 27,570,316
39 1906 下関市 1 11 60,000 3,637,350 7.73% 869,682 20,536,145 28,486,961
40 1907 秋田市、佐世保市 2 13 106,200 3,743,550 7.90% 1,042,016 21,578,161 29,505,011
41 1908 池田町、岩見沢町 広島市第1回 2 15 81,000 3,824,550 7.97% 383,924 21,962,085 29,894,310
42 1909 青森市、稲取町、熱海町、大津 大阪市第1回 4 19 66,722 3,891,272 8.01% 2,513,989 24,476,074 32,566,680
43 1910 高崎市、堺市、水戸市、新潟市 4 23 198,000 4,089,272 8.31% 2,361,482 26,837,556 35,045,747
44 1911 小樽市 東京創設水道完成 1 24 130,000 4,219,272 8.46% 1,212,934 28,050,490 36,273,236
大正1 1912 門司市、郡山市、若松市、京都市 4 28 660,000 4,879,272 9.65% 5,656,370 33,706,860 41,680,067
2 1913 小倉市、甲府市 2 30 160,000 5,039,272 9.82% 1,862,493 35,569,353 43,458,748




    整備された水道である。
注3) 横浜市の第2回拡張工事は、日本水道史  総論編に基づくと大正4年に工事完成となっているが、創設ではなく拡張工事であり、
















設費を整理すると、図 2 のように整理される。図 2 によると、小倉（16.99 円）、門司（16.90
円）、青森（17.65 円）、秋田（18.63 円）、神戸（17.14 円）とこれら都市において、１人




























































































 3-3. 近代水道建設における効果 
 近代水道建設の効果について、高寄（2003）は、第 1 に、旧水道・水屋との比較による
給水コストの節減、第 2 に、給水安定化による生活・経済活動の活性化、第 3 に、伝染病







が全国的に行きわたらない間（明治 23 年、29 年、35 年）はまだ数年置きに流行をみてい
るが、以後は激減し、明治 40（1907）年、43（1910）年の流行のときでも 19 年以前の大流
行時の状況と比較すれば、その患者数に著しい減少を認めることができる。 
 
















水道建設費は約 100 万円であったが（表 4）、明治 20 年度の神奈川県の一般会計は 50 万円
であった（なお、この時の町村財政は全県合計 21 万円、神奈川県全域の一般会計は計約 70
万円であった）（高寄 2003）。また、神戸市近代水道事業費は約 340 万円であったが、そ
の建設事業を開始した明治 30 年において、神戸市歳入は約 30.9 万円であり約 11 倍の事業
規模であっとされる（大森）。東京市の近代水道事業費は総額約 918 万円であり、明治 31




























出典：日本水道史 総論編（1967） p.189 表 1.15 をもとに作成（明治 38 年および 39 年は不詳） 
近代水道の整備・普及（明治 20 年以降～） 
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鋳鉄会社と契約する。外国製品では直管 1 トン当たり最低 54 円 65 銭、異形管最低 83 円 34
銭であったが、日本鋳鉄会社が提示した金額は、直管 1 トン当たり 48 円 50 銭、異形管 60
（単位：円）





















出典：横浜水道百年の歩み（1987）p.78 表 1-6 をもとに作成 
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出典：近代水道建設当時は、横浜水道百年の歩み（1987）p.163、平成 24 年の日本は月間建設物価（H24 年度）普通作
業員（東京）、近年の A 国においては、筆者の保有資料に基づく。なお、平成 24 年の日本の材料費の鋳鉄管はダクタイ
ル鋳鉄管であり、A 国での鉄管は、A 国では鋳鉄管を製造していないため、現地で製造している鋼管の価格である。 
近代水道建設当時 平成24年の日本 近年のA国
鉄管(直管t当り) a 64円 224,000円 250,000円
賃金(1日当り) b 50銭 14,000円 900円
a／b 約128倍 約16倍 約288倍
90
KYOTO SANGYO UNIVERSITY ECONOMIC REVIEW No.1 (March 2014)












































































KYOTO SANGYO UNIVERSITY ECONOMIC REVIEW No.1 (March 2014)
  




































事業費 地方国内債 地方外債 その他 国庫支弁 不明
費用 58,342 18,926 25,538 4,829 1,075 7,974
割合 100% 32.4% 43.8% 8.3% 1.8% 13.7%
事業費 地方国内債 地方外債 その他 国庫支弁 不明
費用 66,232 24,624 25,672 5,250 2,423 8,263




















































工事の計画を策定することとなり、この第 1 回拡張工事と創設工事分の合計（約 308 万円）
において、国庫補助金（事業費の 1/3）が許可されることになる。これにより、国庫補助金
102.8 万円を受けたが、同時に借入金の未償還金 109.2 万円を返済したために、国庫補助金
は旧債（国庫支弁）への償還にすべて充てられることとなった。表 7 にその内訳を示す。 
 







 以上の経緯により、第 1 回拡張工事の実施にあたっては実質的に全額を地方債（約 200
万円）で賄わなければならなかった。しかし、創設工事の 2 倍に達する資金を要する第 1
回拡張工事の地方債償還が、現状の水道料金収入では不可能であることははっきりしてい
た。そこで、第 1 回拡張工事の申請段階で水道料金の値上げを基本とした地方債返済計画
を検討する。これは、水道料金の値上げを見込んだ、元金据え置き期間 2 年を含め 29 年間
で完済する計画であった。そして、第 1 回拡張工事計画は明治 30（1897）年 4 月に許可さ
れ、拡張工事の着工（明治 31 年 6 月）に先立って、明治 31（1898）年 4 月から創設水道開













出典：横浜水道百年の歩み p.133 をもとに作成 
（単位：円）
創設水道建設費の未償還額 1,091,948.857 国庫補助金 1,028,000.000




出典：横浜水道百年の歩み p.133 をもとに作成 
（単位：円）
金額 構成比 金額 構成比 金額 値上率
放 任 給 水 26,686 28.2% 32,316 23.6% 5,630 21.1%
計 量 給 水 27,770 29.4% 44,296 32.5% 16,526 59.5%
共用栓給水 21,532 22.8% 34,212 25.1% 12,680 58.9%
特 別 栓 1,292 14.0% 1,780 13.0% 488 37.8%
小  計 77,280 81.8% 112,604 82.5% 35,324 45.7%
外国人給水 17,243 18.2% 23,901 17.5% 6,659 38.6%




























る明治 44（1911）年までに、水道建設における地方国内債として、総額 8,313 千円を発行
し、それに対する元利償還は主に水道料金収入、市税補填によって実施する。そして、東
京市は償還基金を特別に設け、明治 30 年から明治 38 年、明治 42 年、43 年と市税による補
填を東京市の水道会計に対して実施している。この市税補填総額は約 3,050 千円であり、明
治 43 年において、水道会計における資金過不足は 2,353 千円のプラス、この時点で水道へ
の地方債発行残高は 5,262 千円となっている。 





施設の拡張および改良の必要性から、平均改定率 64.6%の料金改定を実施した。表 9 に、一
般家庭用の水道料金推移を示すが、大正 10 年までは大きな水道料金水準の改定は行なわれ
96
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 ていない。 









によると、明治 43 年の水道の地方債残高は 739.8 万円と見積もられ、この残高による利子





すると表 10 のとおりである。 
 






の 5 円（年）に対して横浜は 12 円（年）と約 2.4 倍の料金の差が存在している。これは、










 なお、東京市は市区改正事業英貨外債を明治 39 年度に 150 万ポンド（約 1,200 万円）発
出典：日本水道史 各論編Ⅰ、p.757 をもとに作成 
出典：横浜水道百年の歩み p.139 表 2-9 および本論文表 3-18 をもとに作成 
基本水量 基本料金 超過料金 基本人員 基本料金 超過料金
明治31 1m3 0.03円 － 5人 年5円 2円（5人）
35 20m3 0.72円 0.03 5人 年5円 0.5円（1人）
36 10m3 0.3円 0.03 5人 年5円 0.5円（1人）




















ると、総額約 29,843 千円となる。 
 


















ると表 12 のとおりである。当時起債された地方外債約 177 百万円のうち、約 26 百万円（約
15%）が水道事業に直接的に利用された。 
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期やその背景について区分すると、第 1 のグループは、神戸市の創設事業（明治 32 年）、
横浜市の第 1 回拡張工事（明治 35 年）である。第 2 のグループは間接的（地方債の国内債
の償還として利用した）ではあったが、東京市の水道への旧債整理である。第 3 のグルー
プは、横浜市の第 2 回拡張工事（明治 42 年）、名古屋市の創設事業（明治 42 年）、京都
市の創設事業（明治 42 年）および第 1 回拡張工事（大正 1 年）、大阪市の第 2 回拡張工事
（明治 42 年）である。 
第 1 のグループは、日清戦争後そして日露戦争勃発前の期間に外資が導入されている。







第 2 のグループは、東京市の旧債整理である。続く第 3 グループも同様であるが、これ
らは日露戦後に起債されている。大都市の開発・整備計画は日露戦時の緊縮政策によって
凍結され、膨大な投資需要として、戦後に繰り延べられてきた。その投資需要が日露戦後









神戸市 1899 明治32 250 35 イギリス 水道事業 250 創設事業
横浜市 1902 明治35 900 23 イギリス 水道事業 900 拡張工事
大阪市 1902 明治35 3,085 79 イギリス 築港事業
東京市 1906 明治39 14,580 30 イギリス 旧債整理・港湾道路改修
横浜市 1907 明治40 3,109 33 イギリス 築港事業
横浜市 1909 明治42 648 9 イギリス ガス事業
横浜市 1909 明治42 7,000 45 イギリス 水道事業 7,000 拡張工事
名古屋市 1909 明治42 7,816 34 イギリス 水道事業、公園、旧債整理 4,554 創設工事
京都市 1909 明治42 17,550 29 フランス 水利、水道、電気事業 2,250 創設工事
大阪市 1909 明治42 30,220 30 イギリス 電気事業、水道事業 10,468 拡張工事
横浜市 1912 大正1 1,200 17 イギリス ガス事業
東京市 1912 大正1 89,564 40 イギリス、アメリカ 電気事業
京都市 1912 大正1 1,950 20 フランス 水道事業、電気事業 659 拡張工事
合計 177,872 26,081
発行年
出典：各水道史、杉山（2012）p.275 表 17-61、大森表 1 をもとに作成 
注) 本表における水道事業への外債の欄において、計画事業は水道事業のみの場合は、本表の起債額と同額を計上してい
る。計画事業が水道事業の他も含む場合は、実際に水道事業に使用された地方外債額（表 11）を計上している。よって、












第 3 のグループは、横浜市の第 2 回拡張工事（明治 42 年）、名古屋市の創設事業（明治
42 年）、京都市の創設事業（明治 42 年）および第 1 回拡張工事（大正 1 年）、大阪市の第
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末までに 31 の水道事業が整備された。本稿では、明治 20 年から大正 3 年末までに整備さ
れた近代水道の事業費は、拡張も含めて当時の物価でおよそ 58 百万円であり、また、大正

















入を明治 29（1896）年から本格的に開始するのである。そして、外資導入額は大正 3 年末




 (3) 近代水道創設事業における外資の果たした役割 
 近代水道創設事業における大正 3 年末までの累計の事業費において、地方債が 70%以上
の財源であり、そのおよそ半分、事業費全額においては、およそ 40%近く（物価統制なし）
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